
地域医療介護総合確保基金を活用した令和４年度事業の提案状況について 資料５

番号 事業名 提案者 種別 事業概要（事業提案書抜粋） 区分

Ｒ４事業費
（基金充当
額）（千

円）

担当課

対応方針
・ヒアリング（予定）の有無
・予算要求予定の有無
・上記の理由

1

地域医療にお
ける胃がんの
医療体制の診
断均てん化整
備事業

三重大学
医学部附
属病院

新規

・上部内視鏡検査を行なう際、早期胃がん病変診断支援AIを搭載する。そのことにより、経験の浅い
内視鏡医や非専門医でも、専門医並みの診断能を有して胃の内視鏡診断を行なうことができるように
なり、また、専門医でも体調変化による診断影響を最小限に抑えることができる。
・令和４年度は、まず当院に病変診断支援AIを導入し、十分その効果を確認した後に、令和５年度以
降には県内の複数の医療機関への導入を目指していく。

① 6,800
医療政策
課

今後ヒアリング等を行い内容を精査
したうえで予算要求の可否を決定する
予定

2

地域で発生す
る救急医療、
災害時医療な
どの場面にお
いて、被救護
者の基礎疾
患、疾病治療
歴な どの医療
情報が救護者
に安全円滑に
伝達される手
段を構築する
事

特定非営
利活動法
人
西林野巫
の会

新規

健診センター、介護事業所、医療機関、歯科医療機関などで作成され、既に本人に管理
を委ねら れた患者医療介護情報を、 PDF 、 DICOM などの汎用データの形で保存し、個
人情報保護の担保さ れたデータベースを作成管理する。救急隊員、災害時避難施設医療
班、などで必要な場 面で利用 されることを想定している。データ収集時には、本人の明
確な同意意思表示、正確性、適時性が 必要不可欠である。データの提供者である地域住
民、データベースを利用する救急隊員、救急病 院に丁寧な説明を尽くすために、当初は
事業者周辺の小地域（松阪市大黒田町西林地区）での実 現を目指したい。地域での防災
訓練（まちづくり協議会リーダー研修会など）のプログラムに組 み込んで頂いて活動し
たい。併せて歯科医師、医師の連携（糖尿病、骨粗鬆症、顎骨壊死）デー タベースとし
ても活用していきたい。

① 3,000
医療政策
課

今後ヒアリング等を行い内容を精査
したうえで予算要求の可否を決定する
予定

3

看護管理者の
院内・地域内
継続学習の推
進

三重大学
医学部附
属病院

継続

１． 看護管理者連絡協議会
２． CNML連絡協議会
３． CNML養成研修（2回）
４． CNML学習会（2回）
５． 事例検討会（数回）
上記業務に付随する業務

④ 912
医療介護
人材課

・ヒアリング（予定）の有無：無
・予算要求予定の有無：有
・看護管理者の継続的な学習ニーズ
が高く、また、院内の問題解決能力
等のマネジメント能力の持続的な学
習を推進するため、令和４年度も実
施予定（予算要求額は令和３年度同
額）



番号 事業名 提案者 種別 事業概要（事業提案書抜粋） 区分

Ｒ４事業費
（基金充当
額）（千

円）

担当課

対応方針
・ヒアリング（予定）の有無
・予算要求予定の有無
・上記の理由

4
周産期新生児
科の指導医育
成事業

三重大学
医学部附
属病院

継続

① 特別教育セミナーを開講 (1回3-5講を年2-3回，医学生・研修医・専門医を対象)
② 認定メディカル・コーチの資格を取得 (6-12ヶ月研修コース，専門医2-3名が毎年受講)
③ 周産期新生児医学の研究分野で医学博士の取得を支援 (専門医を対象に2年コース)
④ 国内外の総合周産期母子医療センターでの指導医研修を支援 (2年コース)
⑤ 胎児新生児生理学の研究分野での海外留学を支援 (2年コース)

④ 12,000
医療介護
人材課

令和2年度提案事業の継続分。確認の
ため便宜上提出したものであって新
規ではない。
令和3年度より事業実施しており、令
和4年度も引き続き実施予定。
ヒアリングは、令和2年度及び令和3
年度に実施済み。

5

総合診療専門
医及び総合的
な診療の能力
を基盤に地域
で活躍できる
医師の広域育
成整備

三重大学
医学部附
属病院

継続

・すべての医学生を対象とする地域での総合診療の指導、カリキュラム改善
・医学生、大学院生の総合診療関連の学会発表を指導、支援。
・指導者の海外研修（提携校であるフリンダース大学等）
・専門研修プログラムの広報、普及（学会での広報活動、レジナビへの出展等）
・専門研修プログラムの運営、管理（委員会開催、面接試験等）
・オンライン教育のための設備の整備、維持
・シミュレーション教育を有効に行うための整備
・本事業実施のための事務補佐員雇用とアルバイト雇用

④ 2,890
医療介護
人材課

・ヒアリング（予定）の有無：無
・予算要求予定の有無：有
・総合診療専門医、総合診療の能力
を有する医師の養成を推進するた
め、令和４年度も実施予定（予算要
求額は令和３年度同額）



番号 事業名 提案者 種別 事業概要（事業提案書抜粋） 区分

Ｒ４事業費
（基金充当
額）（千

円）

担当課

対応方針
・ヒアリング（予定）の有無
・予算要求予定の有無
・上記の理由

6

抽出課題に基
づく医療的ケ
ア児の生活支
援体制の構築
を目指した包
括的ケア事業

三重大学
医学部附
属病院

継続

令和３年度の調査により抽出された課題を基に、研修会を主とした人材育成とレスパイト事業の拡大
を図る。
１．在宅医療的ケア児の実数調査
２．ライフステージに沿った包括的支援体制の整備
２－１）医療的ケア児と家族のインタビューと交流会（10家族程度）：
２－２）NICU・地域小児基幹病院看護師向けスキルアップ研修会（30名程度）
２－３）NICU・地域小児基幹病院医療ソーシャルワーカー向け研修会（20名程度）
２－４）訪問看護師・セラピスト向けスキルアップ研修会（40名程度）
２－５）児童発達支援事業　療育センター、通所事業所、放課後等デイサービス事業所の看護師・セ
ラピスト向けスキルアップ研修会（30名程度）
２－６）保育園・幼稚園及び学校に勤務する看護師と養護教諭向けスキルアップ研修会
２－７）県小児科医会・県医師会に所属する医師向け研修
２－８）県理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会所属セラピスト向け研修会（60名程度）
２－９）県内薬剤師会・歯科医師会所属薬剤師・歯科医師向けスキルアップ研修会（各会会員15名
程度）
２－１０）超重症児・準超重症児を対象とするレスパイト施設の拡充検討会（参加医師10名程度）

② 31,120
医療政策
課

・ヒアリング（予定）の有無：無
・予算要求予定の有無：有
・上記の理由：小児在宅医療・福祉
連携事業の継続事業であり、便宜
上、提案いただいたもの。
令和３年度の事業（アンケート調査
等）から抽出された課題をもとに、
小児在宅医療にかかわる多職種の人
材育成および連携支援体制の充実を
見込める事業であるため。

7
認知症ケアの
医療介護連携
体制の構築

三重大学
医学部附
属病院

継続

認知症ケアパス推進員３名を雇用して、下記１～４の事業の推進を行う。下記１の事業は、遠隔地3
地域のスクリーニング検査者は各地域の中核となる医療機関に業務委託する。下記４の事業は、玉城
町は合同会社たまきあいに、伊賀市・名張市も業務委託し連携して実施する。
１．認知症の早期発見・介入
２．診断後等支援の強化
３．認知症の地域包括ケアの実現に向けた支援者の対応力向上
４．レセプトデータを活用したインフォーマルサービスの構築事業の継続支援

② 6,480
長寿介護
課

・ヒアリング（予定）の有無：無
・予算要求予定の有無：有
・県内において認知症の早期発見・
早期介入、インフォーマルサービス
の構築を推進する取組に対する必要
性は高く、令和４年度は対象地域を
拡大して実施予定。このため、提案に
沿って予算要求いたしたい。（予算
要求額は令和３年度と同額）



番号 事業名 提案者 種別 事業概要（事業提案書抜粋） 区分

Ｒ４事業費
（基金充当
額）（千

円）

担当課

対応方針
・ヒアリング（予定）の有無
・予算要求予定の有無
・上記の理由

8
地域口腔ケア
ステーション
機能充実事業

公益社団
法人 三重
県歯科医
師会

継続

１ 三重県口腔ケアステーション機能充実（県歯科医師会）
（１）地域包括ケアシステム構築会議
（２）地域包括ケアネットワーク調査
（３）歯科診療対応状況管理システムの運営
（４）在宅および施設における高齢者口腔機能向上事業
（５）医科歯科連携推進事業
（６）障がい者歯科保健推進事業
（７）口腔機能維持に向けた生涯をとおした歯科疾患予防事業
（８）歯科保健医療災害対策事業
２ 地域口腔ケアステーション機能充実 （郡市歯科医師会11カ所）
（１）地域口腔ケアステーション連携推進ネットワーク会議の開催
（２）地域口腔ケアステーション連携推進伝達講習会の開催
（３）地域口腔ケアステーションサポートマネージャーの雇用
（４）在宅、障がい者等に関する歯科診療が可能な診療所等の情報提供
（５）在宅歯科診療による身体機能管理機器整備

② 78,539
健康推進
課

・ヒアリング（予定）の有無：無
・予算要求予定の有無：有
・継続事業であるため

9

居宅療養管理
指導等の定
着・普及、お
よび円滑な業
務提供のため
の事業

一般社団
法人 四
日市薬剤
師会

継続

①「在宅療養サポート対応薬局一覧」を改訂し、最新情報を提供する。ホームページを充実させ、会
員薬局のみならず、多職種に向けて情報提供を行う。②麻薬の円滑供給を推進するシステムを構築す
る。③介護施設や多職種の事務所を訪問し、薬や環境衛生について指導を行う。室内における炭酸ガ
ス濃度の持続測定を行い、感染リスク軽減に資するための情報提供を行う。また、オンライン会議シ
ステムを確立させ、これを退院時カンファレンス、担当者会議などに利用する。④一般市民へ、健康
増進・介護予防につながる市民公開講座を開催する。

② 618 薬務課
今後ヒアリング等を行い内容を精査
したうえで予算要求の可否を決定する
予定


